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項目 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 

都市計画事前協議          

都市計画手続          

調査設計計画 

事業計画作成          

実施設計          

権利変換計画作成          

土地整備 建築物の除却工事          

共同施設整備 建築工事          

組合解散認可、清算          

 

（都市計画決定） 

（組合設立） 

（権利変換計画認可） 

（工事完了公告） 

（組合解散認可） 

１．ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業の概要 

（１）地区概要 

区域区分：市街化区域 
用途地域：近隣商業地域 

建ぺい率：８０％ 
容積率：３００％ 

高度地区：第７種高度地区、第１０種高度地区（国道２号道路端より幅１１ｍ） 
防火地域：準防火地域、防火地域（国道２号道路端より幅１１ｍ） 

 
（２）事業概要 

現在、ＪＲ西宮駅南西地区には二つの地方卸売市場が立地している。 
昭和 9 年に民設市場が、昭和 23 年に公設市場がそれぞれ開設され、二つの地方卸売市場が連

合会を組織して運営されている。 
 平成 24 年度に「西宮市卸売市場整備検討委員会」が、①公設市場と民設市場の統合、②新卸

売市場の運営は民設民営で、③現在地での再整備との 3 方針を示し、平成 25 年度からはこの 3
方針に基づき市が支援に入り、平成 25年 8月に市場事業者が「西宮市卸売市場再生研究会」を、

また、平成 26 年 4 月には関係権利者が「ＪＲ西宮駅南西地区まちづくり協議会」をそれぞれ設
立し、新卸売市場を含むＪＲ西宮駅南西地区全体のまちづくり事業の実現を目指し各種取り組み

が進められている。 
 本地区における新卸売市場施設と新たな都市機能施設を同時一体的に整備が可能な事業手法

として、組合施行による第一種市街地再開発事業（権利変換方式）を予定しており、卸売市場地
区の余剰容積を複合施設地区に移転することで、商業・業務機能、居住機能等の集積による土地

の合理的な利用を促進するものである。 
 

（３）計画概要 
施行地区名：ＪＲ西宮駅南西地区 

  施行者：ＪＲ西宮駅南西地区市街地再開発組合（予定） 
所在地：西宮市池田町の一部 

  地区面積：約１．５ｈａ 
  総事業費：約２１０億円 

建築敷地面積：約１３，１００㎡ 
        Ａ地区（卸売市場地区）：約６，０００㎡ 

        Ｂ地区（沿道業務地区）：約１，０００㎡ 
        Ｃ地区（複合施設地区）：約６，１００㎡ 

 延床面積：約５１，６００㎡ 
        Ａ地区（卸売市場地区）： 約５，７００㎡ 

        Ｂ地区（沿道業務地区）： 約１，５００㎡ 
        Ｃ地区（複合施設地区）：約４４，４００㎡ 

 

（４）目標工程 
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（５）広域地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）配置計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卸売市場地区 

（容積率 80％） 
複合施設地区 

（容積率500％） 

容積移転 

指定容積率 300％ 

沿道施設地区 

（容積率300％） 

【凡例】 

事業予定区域 

国鉄西宮駅南地区 

再開発事業地区（整備済み） 

都市計画道路 

駅前広場 
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地区全景写真 

【地区全景写真について】 

 

写真① 国道２号南側から北西方向を望む。 

    西はエッソＧＳ ～東は 喫茶ダイアナ 

 

写真② 国道２号南側から北方向を望む。 

    南はアローツリー ～ 北は公設市場大

屋根 

 

写真③ 国道２号南側から北東方向を望む。 

    フレンテ西館が右手に 

①  ②  

③  

 
 

  ① ②
③ 
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地区内現況写真 

【地区内現況写真について】 
 

写真① 東川から東方向を望む。 

    手前は公設市場 ～一番奥はフレンテ西館 
 

 

写真⑨ 地区内の南東ブロック現況 

阪神・淡路大震災後の建物跡空地も散見 

 

  

① 

  

  

  

  ② 

④ 

⑤ 

③ 

⑦ 

  ⑧ 

  
⑥ 

  ⑨ 

① 

② ④ 

⑤ 

③ 

⑥ ⑦ 

⑨ ⑧ 
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（注）このイメージ図は、関係者の皆様の合意を得たものではありません。今後、関係者の皆様における協議検討等により見直しをしていくものです。 
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（１）計 画 書（素案） 

阪神間都市計画第一種市街地再開発事業の決定（西宮市決定） 
都市計画ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業を次のように決定する。 

名   称 ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業 

面   積 約 １．５ ｈａ 

公
共
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

道路 

種別 名称 幅員 延長 備考 

幹線道路 3.3.1 阪神国道線 28m 
（14m） 約 80m 整備済 

( )内は区域内の幅員 

区画道路 西 445 号線 8m 
（4m） 

約 50m 整備済 
( )内は区域内の幅員 

公園及び緑地 
種別 名称 面積 備考 

    

下水道 公共下水道合流式処理区域 

その他の公共施設  

建
築
物
の
整
備 

街区名 

建 築 物 敷地面積に対する 

主要用途 

備 考 

建築面積 
延べ面積 

（容積対象床面積） 
建築面積 
の割合 

延べ面積 
の割合 

（容積対象床面

積の割合） 

特定地区計画等区域（高度利用地区に定

めるべき事項）の制限内容 

容
積
率
の
最
高
限
度 

容
積
率
の
最
低
限
度 

建
ぺ
い
率
の
最
高
限
度 

建
築
面
積
の
最
低
限
度 

A 約 4,600 ㎡ 
約 5,700 ㎡ 

（約 4,600 ㎡）  
約 8/10 

約 10/10
（約 8/10）

卸売市場 8/10 2/10 

8/10 200 ㎡ B 約 800 ㎡ 
約 1,500 ㎡ 

（約 1,200 ㎡）  
約 8/10 

約 15/10
（約 12/10）

商業、業務、駐車場 30/10 10/10 

C 約 2,800 ㎡ 
約 44,400 ㎡ 

（約 29,800 ㎡）
約 5/10 

約 72/10
（約 49/10）

住宅、商業、業務、駐車場 50/10 20/10 

建
築
敷
地
の
整
備 

街区名 建築敷地面積 整 備 計 画 

A 約  6,000 ㎡ 国道 2 号沿及び市道西 445 号線沿において 1.0ｍ以上の壁面後退を行い、安全で快適な歩行者空間を確保する。 

B 約  1,000 ㎡ 国道 2 号沿において 1.0ｍ以上の壁面後退を行い、安全で快適な歩行者空間を確保する。  

C 約  6,100 ㎡ 国道 2 号沿において 1.0ｍ以上の壁面後退を行い、安全で快適な歩行者空間を確保する。  

住宅建設の目標 
戸数 備 考 

約 320 戸 一戸当たりの住宅標準規模 約 80 ㎡／戸 
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理 由 書 
 

 ＪＲ西宮駅南西地区には、公設（昭和２３開設）と民設（昭和９年開設）の二つの地方卸売市場が立地しており、

地区内には老朽木造建築物が密集し、建物の不燃化、耐震化への対応が十分でないことや、広場などの都市基盤施設

が十分に整備されていないことから、地震火災等による大きな被害が予測され、大規模災害時の緊急輸送道路である

国道２号の機能を確保するためにも、沿道建物の不燃化、耐震化は当地区喫緊の課題となっている。 
 このため、当事業の実施により、卸売市場の再生整備とともに、都市核にふさわしいにぎわいと魅力ある都市空間

の形成を推進し、地区全体の都市機能の更新と合理的かつ健全な土地利用を図るため、本案のとおり決定する。 
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ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業計画図 S=1/1000 

凡  例 

公共施設（都市計画道路） 

公共施設（区画街路） 

施設建築物敷地 

施行区域界 

Ａ街区 

Ｂ街区 

Ｃ街区 
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S=NONE 
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（２）計 画 書（素案） 

阪神間都市計画地区計画の決定（西宮市決定） 
都市計画ＪＲ西宮駅南西地区地区計画を次のように決定する。 

名  称 ＪＲ西宮駅南西地区地区計画 

位  置 西宮市池田町の一部 

区  域 計画図表示のとおり 

面  積 約１．５ｈａ 

地区計画の目標 当地区は、大阪、神戸という二大都市の中間にあり、本市の南部市街地の中央部に位置す

るという有利な立地条件に加え、鉄道等による交通の利便性が高いことから、本市における

都市核のひとつとして重要な位置にある。 

当地区では、恵まれた立地条件を活かしつつ、商業・業務機能、居住機能等の集積による

土地の合理的な利用を促進するため、容積を適正に配分することにより、計画的な市街地環

境の形成を図る。 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

に

関

す

る

方

針 

土地利用に関する 

方針 

 

地区全体における都市機能の更新及び合理的な土地利用の促進を図るため、当地区を次の

３地区に区分し、土地利用に関する方針を次の通り定める。 

１．Ａ地区（卸売市場地区）では、周辺住環境と調和した低層利用の卸売市場施設等の整備

を図る。 

２．Ｂ地区（沿道施設地区）では、国道２号沿道の立地を活かし、ロードサイド型の商業・

業務施設等の整備を図る。 

３．Ｃ地区（複合施設地区）では、土地の高度利用を行うとともに、恵まれた交通条件を活

かし、優良な都市型居住機能及び商業・業務等の都市機能の集積を図ることにより、快

適で良好な中心市街地の形成を図る。 

４．各地区の道路に面する部分においては、歩道と一体的な公開空地を確保し、ゆとりと潤

いのある歩行者空間を整備する。 

地区施設の整備 

の方針 

１．広場、歩行者用通路などの整備においては、都市核にふさわしいアメニティ豊かな空間

形成を図る。 

２．安全で良好な地区環境の形成を図るため、地区内にオープンスペースを確保するなど、

中心市街地にふさわしい都市空間形成を図る。 

建築物等の整備 

の方針 

 

 

各地区の特性を活かし、にぎわいを創出するよう、建築物の用途、意匠等に配慮するとと

もに、地区全体が秩序と風格ある都市景観の形成を図る。 

１．道路に面する建築物については、低層部の用途、意匠等に配慮するとともに、壁面後退

により歩道と一体となった快適でゆとりのある歩行者空間の形成を図る。 

２．大規模な建築物については、地区のシンボルとなるような意匠に努めるとともに、ラン

ドマークとして美しいスカイラインの形成を図る。 

３．屋外広告物については、掲出位置、規模、形状、色彩などの基準化に努め、にぎわいの

なかにも秩序のある都市景観の形成を図る。 
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地 

 

区 

 

整 

 

備 

 

計 

 

画 

地区施設の 

配置及び規模 

広場：約１，５００㎡（計画図表示の通り） 

歩行者用通路：幅員約４ｍ、延長約１００ｍ（計画図表示の通り） 

 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の

区分 
名称 Ａ地区（卸売市場地区） Ｂ地区（沿道施設地区） Ｃ地区（複合施設地区） 

面積 約０．６ｈａ 約０．１ｈａ 約０．６ｈａ 

建築物の用途の 

制限 

 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業の用途に供するもの。 

建築物の容積率の

最高限度 
８／１０ ３０／１０ ５０／１０ 

建築物の容積率の

最低限度 
２／１０ １０／１０ ２０／１０ 

建築物の建ぺい率

の最高限度 
８／１０ ８／１０ ８／１０ 

建築物の敷地面積

の最低限度 
１，０００㎡ １，０００㎡ １，０００㎡ 

建築物の建築面積

の最低限度 
２００㎡ ２００㎡ ２００㎡ 

建築物の高さの 
最高限度 

２０ｍ 

ただし、敷地境界線から建築物の外壁又はこれに代わる

柱の面までの距離を１．０ｍ以上とする場合は、３０ｍと

することができる。 

１６０ｍ 

 

 

壁面の位置の制限 

道路境界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

までの距離は、次に掲げる数値以上とする。 

１．計画図に表示する部分は、道路境界線から1.0ｍ 

敷地境界線から建築物

の外壁又はこれに代わる

柱の面までの距離は、次に

掲げる数値以上とする。

１．計画図に表示する部分

は、敷地境界線から 1.0ｍ 

建築物の形態又は

意匠の制限 
１．建築物の外観は形態、意匠に配慮し、特に建築物の屋根、外壁その他戸外から望見

される部分の色彩は、原則として原色及び蛍光色を避ける。ただし、アクセントと

して原色及び蛍光色を使用する場合はこの限りでない。 

２．広告物（公共用目的で設置するもの又は冠婚葬祭等の目的で一時的に設置するもの

は除く。）は、次の各号に掲げるものについては設置しないものとする。 

(1)形状、色彩、意匠その他表示方法がまちなみの統一感を著しく損なうもの。 

(2)建築物から突出した広告物で壁面からの突出距離が 1ｍを超えるもの又は地面から

広告物の下端までの高さが 2.5ｍ未満のもの。 

(3)自己の敷地に建植する広告物（広告塔、広告板等）で壁面の位置の制限を受ける部

分に設置するもの。 

かき又はさくの 

構造の制限 

防犯上又は意匠上かき又はさくを設置する場合は、生垣等による緑化に努めるものと

する。 
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理 由 書 
 

ＪＲ西宮駅の南西に位置する老朽化した卸売市場の再生整備を円滑に推進するとともに、恵ま

れた立地条件を活かした土地の合理的かつ健全な高度利用を促進し、都市核にふさわしいにぎわ

いと魅力ある都市空間の形成を図るよう、本案の通り地区計画を決定する。 
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ＪＲ西宮駅南西地区地区計画 計画図 1:1,200 

国道２号 

ＪＲ西宮駅 

凡例 

地区計画区域 

地区整備計画区域 

【地区施設】 

広場 

歩行者用通路 

【地区整備計画】 

      Ａ地区（卸売市場地区） 

      Ｂ地区（沿道施設地区） 

      Ｃ地区（複合施設地区） 

      壁面の位置の制限部分 

東川 

道路境界線から 1.0ｍ 

Ａ地区 
（卸売市場地区） 

Ｃ地区 
（複合施設地区） 

Ｂ地区 
（沿道施設地区） 

敷地境界線から 1.0ｍ 
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（３）卸売市場の敷地の位置について（西宮市都市計画審議会資料素案） 

 
 

卸売市場の敷地の位置について、建築基準法第５１条ただし書きの規定により、次のとおり、特定行政庁 
西宮市長から西宮市都市計画審議会に付議※1します。（※1 概要報告資料として作成しています。） 
 
 
 

計  画  書 （素案） 

 
 

名   称 位   置 面   積 備   考 

卸売市場 西宮市池田町 約 6,000 ㎡ 地方卸売市場 
（青果物） 

「位置は区域図表示のとおり」 
 
 
 
 
 
 
 

理    由 

 
ＪＲ西宮駅南西地区は公設（昭和２３開設）と民設（昭和９年開設）の二つの地方卸売市場が立地しており、

地区内には老朽化した木造建築物が密集し、地震火災等による大きな被害が予測される。 
これら老朽化した卸売市場の再生整備とともに、近年の卸売市場を取り巻く流通環境の変化に対応するため、

効率的、近代的な卸売市場施設を確保するものである。 
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卸売市場の敷地の位置図 

凡     例 

卸売市場の 

敷地の位置 
 

卸売市場 

SCALE 1:10,000 
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卸売市場の敷地の区域図 S=1/1000 

凡  例 

卸売市場の敷地の区域 
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建築基準法第５１条ただし書き許可申請図 １階平面図 S=1/500 
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建築基準法第５１条ただし書き許可申請図 ２階平面図 S=1/500 
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建築基準法第５１条ただし書き許可申請図 断面図 S=1/500 
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建築基準法第５１条ただし書き許可申請図 立面図 S=1/500 
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平
成
２
９
年
度

平
成
３
０
年
度

市街地再開発事業都市計画（素案）

容積適正配分型地区計画（素案）

建築基準法第５１条ただし書き許可申請（案）の作成

市都市計画審議会（概要報告）

市都市計画審議会（個別報告）

（地区計画、再開発計画、ただし書き許可申請）

地区計画（原案）の条例縦覧（２週間）

再開発計画（案）、ただし書き許可申請（案）閲覧（２週間）

市都市計画審議会（個別付議）

地区計画（案）、再開発計画（案）の法定縦覧（２週間）

※ただし書き許可申請（案）の閲覧を含む

市都市計画審議会（付議）

地区計画の決定告示

（ただし書き許可含む）

６月頃～

１１月１３日

１月下旬頃

６月頃

７月下旬頃

９月下旬頃

１２月下旬頃

２月中旬頃

～

２月下旬頃

７月頃

都市計画（素案）の閲覧（２週間）

内容：再開発都市計画（素案）、地区計画（素案）

（建築基準法第５１条ただし書き許可申請（案）含む）

１１月２９日

～

１２月１３日

意見書がない場合

意見書がある場合

８月下旬頃

地区計画条例の施行

再開発計画の決定告示

地区計画条例の施行

再開発計画の決定告示

地区計画の決定告示

（ただし書き許可含む）

２．都市計画手続スケジュール案 
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【資料１】都市計画決定が必要な事項 
①市街地再開発事業（都市計画法第十二条第一項四号、第十二条第二項 ） 

 
 
 
 
 
 

 
 

②特定地区計画等区域（都市計画法第十二条の四第一項第一号、都市再開発法第二条の二第一項第四号、第三条第一項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市再開発法 

（市街地再開発事業の施行） 

第二条の二  次に掲げる区域内の宅地について所有権若しくは借地権を有する者又はこれらの宅地について所有権若

しくは借地権を有する者の同意を得た者は、一人で、又は数人共同して、当該権利の目的である宅地について、又はそ

の宅地及び一定の区域内の宅地以外の土地について第一種市街地再開発事業を施行することができる。 

 一～三 （省略） 

 四  都市計画法第十二条の四第一項第一号の地区計画、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平

成九年法律第四十九号。以下「密集市街地整備法」という。）第三十二条第一項の規定による防災街区整備地区計画

又は幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和五十五年法律第三十四号）第九条第一項の規定による沿道地区計画の

区域（次に掲げる条件の全てに該当するものに限る。第三条第一号において「特定地区計画等区域」という。） 

イ 地区整備計画（都市計画法第十二条の五第二項第一号の地区整備計画をいう。以下同じ。）、密集市街地整備法

第三十二条第二項第一号に規定する特定建築物地区整備計画若しくは同項第二号に規定する防災街区整備地区整備計

画又は幹線道路の沿道の整備に関する法律第九条第二項第一号の沿道地区整備計画（ロにおいて「地区整備計画等」

という。）が定められている区域であること。 

ロ 地区整備計画等において都市計画法第八条第三項第二号チに規定する高度利用地区について定めるべき事項（特

定建築物地区整備計画において建築物の特定地区防災施設に係る間口率（密集市街地整備法第三十二条第三項に規定

する建築物の特定地区防災施設に係る間口率をいう。）の最低限度及び建築物の高さの最低限度が定められている場

合並びに沿道地区整備計画において建築物の沿道整備道路に係る間口率（幹線道路の沿道の整備に関する法律第九条

第六項第二号に規定する建築物の沿道整備道路に係る間口率をいう。）の最低限度及び建築物の高さの最低限度が定

められている場合にあつては、建築物の容積率の最低限度を除く。）が定められていること。 

ハ 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第六十八条の二第一項の規定に基づく条例で、ロに規定する事項に

関する制限が定められていること。 

 

（第一種市街地再開発事業の施行区域） 

第三条  都市計画法第十二条第二項 の規定により第一種市街地再開発事業について都市計画に定めるべき施行区域

は、第七条第一項の規定による市街地再開発促進区域内の土地の区域又は次に掲げる条件に該当する土地の区域でなけ

ればならない。 

一  当該区域が高度利用地区、都市再生特別地区、特定用途誘導地区又は特定地区計画等区域内にあること。 

都市計画法 

（市街地開発事業） 

第十二条  都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる事業を定めることができる。 

一～三 （省略） 

四  都市再開発法 による市街地再開発事業 

２  市街地開発事業については、都市計画に、市街地開発事業の種類、名称及び施行区域を定めるものとするとともに、

施行区域の面積その他の政令で定める事項を定めるよう努めるものとする。 

 

都市計画法 

（地区計画等） 

第十二条の四  都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる計画を定めることができる。 

一  地区計画 
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③容積適正配分型地区計画（都市計画法第十二条第七項） 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
④卸売市場の敷地の位置（都市計画法第十一条第一項第七号、建築基準法第五十一条） 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

都市計画法 

（区域を区分して建築物の容積を適正に配分する地区整備計画） 

第十二条の七  地区整備計画（再開発等促進区及び開発整備促進区におけるものを除く。以下この条において同じ。）

においては、用途地域内の適正な配置及び規模の公共施設を備えた土地の区域において建築物の容積を適正に配分する

ことが当該地区整備計画の区域の特性に応じた合理的な土地利用の促進を図るため特に必要であると認められるとき

は、当該地区整備計画の区域を区分して第十二条の五第七項第二号の建築物の容積率の最高限度を定めるものとする。

この場合において、当該地区整備計画の区域を区分して定められた建築物の容積率の最高限度の数値にそれぞれの数値

の定められた区域の面積を乗じたものの合計は、当該地区整備計画の区域内の用途地域において定められた建築物の容

積率の数値に当該数値の定められた区域の面積を乗じたものの合計を超えてはならない。 

都市計画法 

（都市施設） 

第十一条  都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる施設を定めることができる。この場合において、特に必

要があるときは、当該都市計画区域外においても、これらの施設を定めることができる。 

 一～六 （省略） 

 七  市場、と畜場又は火葬場 

建築基準法 

（卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置） 

第五十一条  都市計画区域内においては、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他政令で定める

処理施設の用途に供する建築物は、都市計画においてその敷地の位置が決定しているものでなければ、新築し、又は増

築してはならない。ただし、特定行政庁が都道府県都市計画審議会（その敷地の位置を都市計画に定めるべき者が市町

村であり、かつ、その敷地が所在する市町村に市町村都市計画審議会が置かれている場合にあつては、当該市町村都市

計画審議会）の議を経てその敷地の位置が都市計画上支障がないと認めて許可した場合又は政令で定める規模の範囲内

において新築し、若しくは増築する場合においては、この限りでない。 
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【資料２】都市計画の内容 
ＪＲ西宮駅南西地区における都市計画情報（現行、計画）及び現時点の目標工程を以下に示す。 

 

表-1 都市計画情報 

項目 現行 計画 

区域区分 市街化区域 市街化区域 

用途地域 近隣商業地域 近隣商業地域 

建ぺい率 ８０％ ８０％ 

容積率 ３００％ ３００％ 

高度地区 
第 7 種高度地区 

第 10 種高度地区 

第 7 種高度地区 

第 10 種高度地区 

高度利用地区 ― 特定地区計画等区域 

地区計画 ― 容積適正配分型地区計画 

防火地域・準防火地域 防火地域、準防火地域 防火地域、準防火地域 

 

 

(1)第一種市街地再開発事業の施行区域の要件について 

  

 

 

（理由） 

市街地再開発事業の都市計画決定は平成３０年度の秋頃を目標としており、それまでには第一種市街地再

開発事業の施行区域の要件（都市再開発法第三条第一項に規定）である高度利用地区又は高度利用地区の制

限内容を担保する特定地区計画等区域について、都市計画決定（特定地区計画等区域の場合は、地区計画条

例の制定まで必要）を行っておく必要がある。 

また、当地区における市街地再開発事業の特性として、ＪＲ西宮駅に近接する恵まれた立地条件を活かし

つつ、低層利用となる新卸売市場と、商業業務及び居住機能等、新たな都市機能の集積による土地の合理的

な利用を促進するため、都市計画法第十二条の七に規定された「区域を区分して建築物の容積を適正に配分

する地区整備計画」を定めることとしている。 

これらの都市計画手続を簡明とするため、特定地区計画等区域の都市計画において、高度利用地区の制限

から容積適正配分の地区整備計画までを同時に指定することが望ましい。その理由は、高度利用地区のみを

先行して指定する場合は、容積適正配分地区計画の都市計画が後送りとなり、高度利用地区内において卸売

市場地区の容積率の最高限度（８０％）が指定容積率（３００％）を大きく下回ることに対して指摘を受け

る可能性があるためである。 

 

 

 

 

市方針：特定地区計画等区域（容積適正配分型含む）について、都市計画決定及び西宮市地区計画等の

区域内における建築物等の制限に関する条例（以下、「地区計画条例」という。）施行を行う。 
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(2)都市計画決定の手順について 

市方針：市街地再開発事業及び特定地区計画等区域を同時に都市計画審議会に付議し、特定地区計画等

区域のみを先行して都市計画決定告示した後、地区計画条例施行日以降に市街地再開発事業の

都市計画決定告示を行う。 
（理由） 
前述の通り、第一種市街地再開発事業の施行区域の要件として特定地区計画等区域（高度利用地区の

制限）を都市計画決定する場合は、地区計画条例の施行まで行っておくことが必要となる。 
一方、事業の全体スキームを説明する上では、市街地再開発事業と特定地区計画等区域（高度利用地区

制限と容積適正配分型地区整備計画含む）の都市計画に係る説明は同時に行うことが好ましいことから、

都市計画審議会への付議は同時に行い、再開発事業の都市計画決定告示を地区計画条例施行日以降とす

る。 
 

表-3 都市計画決定の手順（最短スケジュール） 

項目 
平成 29年度 平成 30年度 

11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

共通事項             

市街地再開発事業             

特定地区計画等区域             

卸売市場の位置 

（建築基準法第 51条） 
            

 ※意見書の内容によっては、工程が遅延する可能性がある。 

   ※個別報告後の条例縦覧・任意縦覧にあわせて、説明会の開催を検討する。  

 

 (3)建築基準法第五十一条について 

 市方針：卸売市場の敷地の位置については、建築基準法第五十一条のただし書き許可にて対応する。  

（理由） 
都市計画法第十一条第一項第七号の規定では「市場」は都市施設とされており、卸売市場の敷地の位

置については都市計画で定める必要がある。ただし、ＪＲ西宮駅南西地区の場合は、現位置にて既存の

地方卸売市場の規模を縮小し、かつ民間企業が開設者となる地方卸売市場として再生整備するものであ

ることから、建築基準法第五十一条ただし書き許可にて対応する考えである。 
 

 
 
 
 

都市計画審議会（概要報告） 
都市計画審議会（個別報告） 

条例縦覧 

都市計画審議会（個別付議） 

任意閲覧 

法定縦覧 

法定縦覧 

条例議決 

条例施行 

決定告示 

決定告示 

関係機関協議、計画案作成 

ただし書き許可 

関係機関協議、計画案作成 

任意閲覧 

素案閲覧 

素案閲覧 

素案閲覧 

原案作成 

原案作成 

原案作成 関係機関協議、申請案作成 任意閲覧 
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卸売市場の敷地の位置に係る建築基準法第５１条ただし書き許可について 

 

【都市計画法に基づく都市計画施設として決定しない理由】 

  ■都市施設としての恒久性の担保が困難 

 当該卸売市場の開設者は民間企業となるため、将来の社会情勢の推移によっては、移転若し

くは他用途への転用等の可能性がある。（都市計画法に基づく都市施設としての位置づけは、一

民間企業の経営方針や経営状態に応じて見直されるべきものではない。） 
 

【卸売市場の敷地の位置が都市計画上支障がない理由】 

 １．交通計画 

■周辺交通への影響 

当該卸売市場は、現在の西宮市卸売市場の敷地位置を概ね半分に縮小し再整備し、市場事業者数も半

減することから、周辺交差点への負荷は低減されるものと予測している。 

  

■車両動線計画 

国道２号からの車両動線については、建物用途毎に独立した出入り口を設ける計画とし、卸売市場と

その他用途との干渉を物理的に遮断することで車両トラブルを防止する。 

卸売市場の関係車両のうち、大型車両については阪神高速インターから東川沿い県道を北上してくる

ことから、国道２号からの左折進入とし、退場は市道側への左折とする。普通車両については、市道側

からの入退場を基本とするが、東川交差点の車両集中を避けるため、国道２号側からの退場も可とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．駐車対策 

 ■駐車場の確保 

「西宮市駐車施設附置条例」に基づく駐車台数１０台以上を確保することを基本とし、「卸売

市場整備基本方針（農林水産省）」の卸売市場施設規模算定基準により算定した駐車台数４３台

を上回る５８台を確保する計画である。 
 
 
 
 

大型車両 

市場車両 

住宅･施設車両 
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３．騒音 

  ■騒音予測と対策 

卸売市場は地区西側に配置し、鉄道、河川、道路などを隔てて居住空間との一定の離隔を確

保するとともに、卸売市場敷地と住居系敷地の間には、バッファゾーンを整備し、卸売市場よ

り発生する騒音の住居系敷地への影響を緩和する。また、卸売市場の上面を大屋根で覆うこと

で、居住空間とは分離された空間とする。 
 
４．悪臭・廃棄物処理 

 ■悪臭 

 卸売市場は現位置にて再整備し、その規模を縮小する計画であることや、主要な取扱品目は

青果品であることから、住居系敷地に及ぼす影響は軽微である。 
 
  ■廃棄物処理 

 卸売市場において発生する廃棄物等については、住居系敷地から最も離れた卸売市場の西側

に保管する計画としており、その影響は軽微である。 
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【資料３】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 建築物の用途 色彩 
住居専用 住宅・共同住宅・寄宿舎・下宿 黄 

商業用 
店舗・飲食店・市場・銀行・事務所 赤 
自動車車庫・倉庫 紫 

工業用 工場 青 

公共用 
官公庁・学校・図書館・博物館・病院・

診療所・公会堂・集会所 
茶 

宗教用 神社・寺院・教会 黄緑 

ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業 周辺建物用途図（半径 300ｍ） S=1/3000 
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【資料３】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業 建物用途別現況図 S=1/600 
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【資料３】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業 建物構造別現況図 S=1/600 
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【資料３】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業 建物階数別現況図 S=1/600 
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【資料３】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＪＲ西宮駅南西地区第一種市街地再開発事業 建物建築年次別現況図 S=1/600 


